
株式会社　NHKアート

第 73 期

計　　算　　書　　類

自 2024 年 4 月 31 日

至 2025 年 3 月 31 日



流　　動　　資　　産 7,883,489 流　　動　　負　　債 2,573,490

現 金 及 び 預 金 4,630,838 1,571,088

売 掛 金 3,130,202 15,700

材 料 及 び 貯 蔵 品 2,595 379

仕 掛 品 102,786 553,225

前 払 費 用 13,727 27,406

そ の 他 3,652 7,588

貸 倒 引 当 金 △ 313 55,830

固　　定　　資　　産 1,022,506 28,640

332,629 313,632

建 物 25,948

建 物 附 属 設 備 65,138

機 械 0 固　　定　　負　　債 1,293,838

器 具 備 品 52,099 42,723

土 地 137,523 1,251,115

リ ー ス 資 産 51,919 3,867,329

50,960 株　　主　　資　　本 5,038,667

電 話 加 入 権 7,848 200,000

ソ フ ト ウ ェ ア 43,112

4,838,667

638,916 50,000

投 資 有 価 証 券 24,942 4,788,667

差 入 保 証 金 34,554 事 業 維 持 積 立 金 3,633,325

繰 延 税 金 資 産 545,955 川口施設等移転関連積立金 180,000

そ の 他 41,564 次期デジタル制作設備整備積立金 276,000

貸 倒 引 当 金 △ 8,100 繰 越 利 益 剰 余 金 699,342

5,038,667

8,905,996 8,905,996

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

貸　借　対　照　表
〔 2025年 3月 31日現在 〕

（単位：千円）

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

科　　　　　　　目 金　　　　　　額 科　　　　　　　目 金　　　　　　額

買 掛 金

リ ー ス 債 務

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 事 業 所 税

未 払 消 費 税

預 り 金

有 形 固 定 資 産 賞 与 引 当 金

リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金

負 債 合 計

（純　資　産　の　部）

無 形 固 定 資 産

資 本 金

利 益 剰 余 金

投 資 そ の 他 の 資 産 利 益 準 備 金

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

純 資 産 合 計

-1-



　　 自　 2024年 4月 31日

　　 至　 2025年 3月 31日

16,036,298

14,312,522

1,723,776

1,061,658

662,117

6,479

15,624

5,256 27,359

345 345

689,131

689,131

197,827

4,016 201,844

487,287

損　益　計　算　書

（単位：千円）

科　　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　額

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

固 定 資 産 除 却 損

受 取 配 当 金

不 動 産 賃 貸 料

そ の 他

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益
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（単位：千円）

事業維持 川口施設等移転関連 次期デジタル制作設備整備 繰越利益
積立金 積立金 積立金 剰余金

200,000 50,000 3,453,127 180,000 276,000 1,102,772 5,061,900 5,261,900 5,261,900

事業維持積立金
の 積 立

- - 180,197 - - △ 180,197 - - -

川口施設等移転
関 連 積 立 金
の 積 立

- - - - - - - - -

次期デジタル制作
設備整備積立金
の 積 立

- - - - - - - - -

剰 余 金 の 配 当 - - - - - △ 710,520 △ 710,520 △ 710,520 △ 710,520

当 期 純 利 益 - - - - - 487,287 487,287 487,287 487,287

- - 180,197 - - △ 403,430 △ 223,232 △ 223,232 △ 223,232

200,000 50,000 3,633,325 180,000 276,000 699,342 4,838,667 5,038,667 5,038,667

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

資本金

利益剰余金

株主資本
合計

株　主　資　本　等　変　動　計　算　書

自 　2024年 4月 31日

至 　2025年 3月 31日

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金
合計

株主資本

純資産合計

当 期 末 残 高

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計
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        自　　2024年 4月 31日
        至　　2025年 3月 31日

１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

a. 関連会社株式 ・・・・・ 移動平均法による原価法

b. その他有価証券（市場価格のない株式等以外のもの） ・・・・・ 移動平均法による時価法

c. その他有価証券（市場価格のない株式等） ・・・・・ 移動平均法による原価法

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

a. 材料 ・・・・・ 先入先出法による原価法

(収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定）

b. 貯蔵品 ・・・・・ 先入先出法による原価法

(収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定）

c. ・・・・・ 個別法による原価法

(収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く） ・・・・・ 定率法(ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

並びに2016年4月1日以降取得した建物附属設備については定額法）

　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

　建物及び建物附属設備 ・・・・・ 3 ～ 30年

　機械及び器具備品 ・・・・・ 3 ～ 15年

② 無形固定資産 ・・・・・ 定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかるリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価格をゼロとする定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を計上するほか、個別に回収可能性を検討し、

　回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③ 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

　

(4) 収益及び費用の計上基準

　当社は、顧客との契約について、下記の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。  

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：取引価格を契約における各履行義務に配分する。

ステップ５：履行義務を充足した時点で（または充足するに応じて）収益を認識する。

個　別　注　記　表

仕掛品
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当社における主たる履行義務は、以下のとおりです。

①放送番組に係る美術制作業務

当社は、日本放送協会等より、主に放送番組に係る美術制作業務を受託しております。

放送番組に係る美術制作業務について、当該履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

②展示・催事に係る業務

当社は、展示・催事の企画・制作・運営業務等を顧客に提供しております。

展示・催事に係る業務について、当該履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

③ホールの設備操作・運用業務

当社は、ホールの舞台機構・音響・照明等の操作・運用業務を顧客に提供しております。

ホールの設備操作・運用業務について、当該履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

２． 収益認識に関する注記

「重要な会計方針に係る事項に関する注記　収益及び費用の計上基準」に同様の内容を記載しているため、注記を省略しています。

３． 貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 千円

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 千円

短期金銭債務 千円

４． 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

　営業取引による取引高

売上高 千円

販売費及び一般管理費 千円

　営業取引以外の取引による取引高 千円

５． 株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当該事業年度の末日における発行済株式の数

　発行株式数 普通株式 株

(2) 当該事業年度中に行った剰余金の配当

①金銭の配当

株式の種類 配当の原資 基準日 効力発生日

(3) 当該事業年度の末日後に行う剰余金の配当

①金銭の配当

株式の種類 配当の原資 基準日 効力発生日決議 配当財産の総額 1株当たりの配当額

345,100

42,462

2024年6月25日
普通株式 利益剰余金

定期株主総会

20,564

2,243,534

35,321

11,107,987

731,984

710,520 千円

決議 配当財産の総額 1株当たりの配当額

2,058円88銭 2024年3月31日 2024年6月25日

2025年6月19日
普通株式 利益剰余金

定期株主総会
2025年3月31日 2025年6月19日1,147,287 千円 3,324円50銭
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６． 税効果会計に関する注記

（１） 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 千円

賞与引当金 千円

未払事業税 千円

資産除去債務 千円

未払社会保険料 千円

その他 千円

　　繰延税金資産小計 千円

評価性引当額 千円

繰延税金資産合計 千円

（2） 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

　当社は、当事業年度から、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び

開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　令和3年8月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又は

これらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

（3） 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和7年法律第13号）が令和7年3月31日に国会で成立したことに伴い、

令和8年4月1日以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、

法定実効税率を30.62％から31.52％に変更し計算しております。

　この変更により、当事業年度の繰延税金資産（繰延税金負債の金額を控除した金額）は10,286千円増加し、

当事業年度に計上された法人税等調整額が10,286千円減少しております。

７． 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

(単位：千円）

①

②

③

④

　・売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。 ・・・・・・・・(*1)

　・負債に計上されているものについては、（　）で示しております。 ・・・・・・・・(*2)

　・非上場株式（貸借対照表計上額24,942,309円）は、市場価格のない株式等であるため、上記の表には含めておりません。

（注） 金融商品の時価の算定方法に関する事項

① 現金及び預金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

② 売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

③ 買掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

④ 未払費用

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

貸借対照表計上額(*2) 時価(*2) 差額

385,373

117,394

7,427

546,069

17,147

14,992

560,085

△ 14,015

17,748

現金及び預金 4,630,838 4,630,838 -

売掛金(*1) 3,129,889 3,129,889 -

買掛金 (1,571,088) (1,571,088) -

未払費用 (553,225) (553,225) -
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８. 賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社は、東京都において、賃貸用の土地を有しております。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

(単位：千円）

（注）

９． 関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社及び法人主要株主等

（千円）

取引条件及び取引条件の決定方針

※1 美術セット製作等については、日本放送協会からの受託業務として、同協会が定める「業務委託基準」に則り、「社会的に公正かつ妥当な」金額で実施しております。

(2) 兄弟会社等

（千円）

取引条件及び取引条件の決定方針

※2 美術セット製作等については、当社より株式会社NHKエンタープライズ及び株式会社NHKプロモーションに提示した料金を基に市場価格及び総原価を勘案して、

価格を決定しております。

１０．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たりの純資産額 14,600 円 60 銭

(2) １株当たりの当期純利益金額 1,412 円 1 銭

１１．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

＊本計算書類中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

251,946
親会社の
子会社

㈱NHKプロモー
ション

- 美術制作等
美術セット製作等

(※2)
323,838 売掛金

親会社の
子会社

㈱NHKエンター
プライズﾞ

- 美術制作等
美術セット製作等

(※2)
1,490,974

科目
期末残高

売掛金 192,257

（千円）
属性 会社等の名称

議決権の所有（被
所有）割合

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額

属性 会社等の名称
議決権の所有（被

所有）割合

50,860 528,030

貸借対照表計上額 時価

当期末の時価は、主に「企業会計基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額

（千円）
科目

期末残高

親会社の
親会社

日本放送協会
(被所有)
直接0%

間接100%
美術制作等

美術セット製作等
(※1)

11,105,184 売掛金 2,239,956
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独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

２０２５年６月２日 

株 式 会 社 Ｎ Ｈ Ｋ ア ー ト 

取締役会  御 中 

 

東 京 事 務 所 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 白 取 一 仁 

監査意見 

 当監査法人は、株式会社ＮＨＫアートの２０２４年４月１日から２０２５年３月３１日

までの第７３期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動

計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を

行った。 

 当監査法人は、上記の計算書類等が、会社計算規則及び我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、

全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

監査意見の根拠 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の

責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社

から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

その他の記載内容 

 その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載

内容を作成し開示することにある。また、監査役の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの

整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 

 当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、

当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。 

 計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に

おいて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に

重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載

内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。 

 当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した

場合には、その事実を報告することが求められている。 

 その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 

計算書類等に対する経営者及び監査役の責任 

 経営者の責任は、会社計算規則及び我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断

した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

新日本有限責任監査法人



 

 計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、会社計算規則及び我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には

当該事項を開示する責任がある。 

 監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。 

計算書類等の監査における監査人の責任 

 監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において

独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬に

より発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を

与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

 監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断に

よる。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは

ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する

ために、監査に関連する内部統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた

会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、

入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は

状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する

重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を

喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、

計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、

監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は

継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、会社計算規則及び我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた

計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に

表示しているかどうかを評価する。 

 監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した

内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている

その他の事項について報告を行う。 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。 

以  上 



 

監 査  報 告 書 

 

 私たち監査役は、 2024 年４月１日から 2025 年３月 31 日までの第 73 期事業年度

の取締役の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり

報告いたします。 

 

１．  監査の方法及びその内容  

各監査役は、他の監査役と意思疎通及び情報の交換を図るほか、監査役間の協議

により作成した監査方針、監査計画等に従い、取締役、内部監査部門及び使用人等

と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方

法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたし

ました。 

①  取締役会、経営会議その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からそ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決

裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調

査いたしました。 

②  事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要

なものとして会社法施行規則第 100 条第１項及び第３項に定める体制の整備

に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内

部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状

況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いた

しました。 

③  事業報告に記載されている会社法施行規則第 118 条第５号イの留意した事項

及び同号ロの判断及び理由については、取締役会その他における審議の状況

等を踏まえ、その内容について検討を加えました。 

さらに、会計帳簿及びこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る計算

書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその

附属明細書について検討いたしました。 

 

２．  監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果 

①  事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し

く示しているものと認めます。 

②  取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する

重大な事実は認められません。 

③  内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職

務執行についても、指摘すべき事項は認められません。 



 
 

④  事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに

当たり当社の利益を害さないように留意した事項及び当該取引が当社の利

益を害さないか否かどうかについての取締役会の判断及びその理由につい

て、指摘すべき事項は認められません。 

 

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

計算書類及びその附属明細書は、会社の財産及び損益の状況をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認めます。 

 

 

 2025 年６月３日 

株式会社 NHK アート 

 

監査役 本行 隆之 

 

監査役 露口 泰昌 

  

 




